
（様式１）
令和　年　　月　　日　
参 加 意 思 表 明 書
　かながわ県民活動サポートセンター所長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者（職・氏名）　　　　　　　　　　　　　
　「令和８年度アドバイザー相談等ボランタリー活動支援業務委託に係る公募型プロポーザル募集要項」（以下「募集要項」という。）に基づき、参加意思表明書を提出します。
１　企画提案及び受託業務の責任者となる者の連絡先
	部署名
	

	役職名
	

	氏名
	

	電話番号
	

	ＦＡＸ
	

	メールアドレス
	


※グループで応募する場合は、（別添１）により構成員を届け出てください。
（別添１）
１　グループで応募する場合の構成員
	法　人　名
	住　　　　　所

	代表者職・氏名
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


　＊欄が不足する場合は、適宜行を追加して記載してください。
（別添２）
誓　約　書
令和　年　月　日
かながわ県民活動サポートセンター所長　様
住　所
法人名
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　
　
神奈川県が実施する「令和８年度アドバイザー相談等ボランタリー活動支援業務委託に係る公募型プロポーザル」に参加するにあたり、次の事項を遵守することを誓約します。
　また、関係者に対しても同様に遵守させることを誓約します。
記
１　地方自治法施行令第167条の４の規定に該当しない者であること。

２　神奈川県の競争入札への指名停止期間中の者でないこと。
３　会社更生法、民事再生法に基づき更生又は再生手続きをしていないこと。
４　直近１年間の法人県民税、法人事業税、消費税および地方消費税を完納していること。 

５　暴力団（ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） でないこと。

６　暴力団又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。以下同じ。）若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者の統制の下にないこと。
７　暴力団の構成員又は暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者を役員に含まないこと。
８　競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成18年法律第51号。以下「法」という。）第10条第４号及び第６号から第９号の暴力団排除条項に該当しないこと。
９　暴力団又は暴力団関係者を再委託先としないこと。
10　法第10条各号の競争参加資格の欠格事由に該当しないこと。
11　神奈川県暴力団排除条例第９条に基づき、代表者又は役員に暴力団員がいないことを確認するため、県が代表者及び役員の氏名等を神奈川県警本部に対して照会を行うことについて同意できること。
12　仕様書に示す業務内容を、適切に履行する能力を有すること。
13　ボランタリー活動に関し、相当の知識・経験を有する者を配置できること。なお、相談員については、適切に監督できる状況にあれば応募団体またはグループの構成員である必要はない。
※11の照会事項について、別添３「役員等氏名一覧表」に記載
以上
（別添３）
役員等氏名一覧表
法人名　　　　　　　　　　　　　　　　
法人の代表者及び役員全員について記載してください。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　年　月　日現在
	役職名
	氏　名
	氏名のカナ
	生年月日
(大正T、昭和S、平成H)
	性別
(男・女)
	住　所

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


　　
記載された全ての者は、代表者または役員に暴力団員がいないことを確認するため、本様式に記載された情報を神奈川県警察本部に照会することについて、同意しております。
かながわ県民活動サポートセンター所長　様
住　所
法人名
代表者職・氏名　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
